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研究成果の概要（和文）：　本研究は、医療機関における診療機能のBCP策定に当たり、リソース・ベース・プランニ
ングを用いたBCP策定支援ツールをWEB上にて無償提供を行うことにより、BCP策定率50%を目指すものである。
　本ツールが提供するBCP策定支援レポートは、1.簡易版のBIA 2.BCP策定プラン（3様式の具体的改善プランと自己記
入式BCP計画書）3.他医療機関との比較チャートの３部構成とした。作成段階で実施した医療機関幹部に対する評価結
果は、1と3は特に判り易く役立つ資料との回答を受けた。400床未満の一般病床を有する病院を対象に、2013年12月に
ツールのWEB公開を行った結果、126施設が利用登録した。

研究成果の概要（英文）：  This research provides free of charge on WEB the medical-examination business co
ntinuing plan decision supportive tool which used the resource base planning for the medical-examination b
usiness continuing plan of the hospital, and aims at 50% of a medical-examination business continuing plan
 decision rate. 
  The medical-examination business continuing plan decision support report which this tool offers consiste
d of business degree-of-incidence analysis, business continuing plans, and benchmarks of the simple versio
n.  In the user evaluation carried out in the creation stage, business degree-of-incidence analysis of the
 simple version and a benchmark were replies that it is useful. 
  As a result of performing WEB public presentation of a tool in December, 2013 for the hospital which has
 beds for general patients of less than 400 floors, 126 hospitals did use registration.
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１．研究開始当初の背景
 医療機関における
Continuity Planning
いる要因として、直下型地震、火災および感
染症のパンデミックなどの脅威別シナリオ
への対応では、どうしても脅威の一つ一つに
対して、高度で幅広い専門知識を必要とする
ことが挙げられる。特に、医療機関において
は、脅威別シナリオだけでも、対応は複雑・
多岐に渡ること、想定外を含めると必要性の
是非が論点となって、策定自体の進捗に影響
を及ぼしていることが、『特定分野における
事業継続に関する実態調査．内閣府
年 3月』の調査結果からも明らかである。
 医療機関は、診療機能の提供を基本とする
専門家集団で
企業活動の基本となる、サプライチェーンの
維持を前提としたリスク分散を前提として
いない。
 従って、「医療情報システムの安全管理に
関するガイドライン第
に掲げられている対策と同様に、診療機能提
供に不可欠となる、電気・水・ガスとマンパ
ワーと言うインフラ別に分けて
ースに着目した
BCP
られる。
 
２．研究の目的
 東日本大震災を経験した医療機関は、従来
にも増して災害時医療の提供を速やかに応
じられる体
しながら、平成
療機関の業務継続計画（以下、
況は、「策定済み」が約
にも脆弱な状況と言える。
 本研究では、
方法を、高度な専門的知識を要する一般的な
脅威別（直下型地震、火災等）シナリ
いるのではなく、医療機関の診療機能に直接
関わる
と「マンパワー」のインフラ別
リソース
とで、医療機関側が持つ専門知識を最大限活
用させる。更に、
Communication Technology
策定支援ツールを提供することによって、
BCP
 
３．研
（１）
ソース・ベース・プランニングを選択
定支援ツール
（２）
定支援ツールの協力病院となる医療機関
設に対して訪問調査を行い
る調査を実施し
を定める。
（３）
成20
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対して、高度で幅広い専門知識を必要とする
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・業務継続計画
・目標復旧時間
・ビジネスインパクト分析
・MCA
・コージェネレーション設備
・CVCF(
・UPS(
・情報システムの冗長化対策
・情報システムのクラウド化対策
(

アンケート調査結果を充てる計画
の計画では
統計データとしての有効性を高めることを
目指して、
い、BCP
目数と項目内容に近づけることとした。
 
（２）
 訪問調査では
理担当職員と直接面談しながら、｢回答形式｣
｢調査項目｣｢回答時間｣について点検
の結果、
問には、クロス表を用いることで、極力設問
数を減らしながらも、回答項目を多面的に得
ることの
の短縮と的確な把握に結び付いたのは、復旧
優先度の確認
 次に調査項目をみ
設の設問数は
が、見直しを繰り返すことで、最終的には
項目
目標とした
た。理由
元より
集める
 更に、回答に費やす時間の軽減も
ケート調査実施時の
えられ
長、事務長、ライフライン管理担当者、物流
管理担当者、施設管理担当者の
て病院職員が持つ
かすと共に負担を軽減する
 一方
ら、設問
を省くことが可能
 3つ目の
原因で回答時間が伸びたことが判明したこ
とから
平易な言葉で導き出せる
 一方、
複数の医療機関で繰り返し行ったことから
設問内容と回答選択肢の妥当性について
しく聴き取り
現状で設定している診療再開までのプロセ
スを捉えることが出来たことで、設問内容の
見直しに有効な手段となった

（３）
 策定支援ツールに必要な項目

・業務継続計画
・目標復旧時間
・ビジネスインパクト分析
MCA無線(業務用無線
・コージェネレーション設備
CVCF(定電圧定周波数装置
UPS(無停電電源装置
・情報システムの冗長化対策
・情報システムのクラウド化対策
(インターネットを利用したデータ管理

アンケート調査結果を充てる計画
の計画では、アンケート調査の回収率向上と
統計データとしての有効性を高めることを
目指して、先ず協力

BCP策定支援ツール
目数と項目内容に近づけることとした。

（２）策定支援ツールに必要な項目を調査
訪問調査では院長、事務長ならびに施設管
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